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開発許可における 

技術審査のポイント 
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開発許可における技術審査のポイント 

１ 技術審査とは 

２ 技術審査のポイントについて 

３ 申請者との打合せ時の留意点について 
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（１） 法体系 

  ①法律    都市計画法 

  ②政令    都市計画法施行令 

  ③規則    都市計画法施行規則 

  ④省令    国土交通省令 

  ⑤運用指針 開発許可制度運用指針 

           （国交省局長通達）  

  ⑥防災基準 宅地造成等開発行為に伴う防 

           災対策の取扱い要綱（Ｓ５１） 

１ 技術審査とは                       
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（２）都市計画法 Ｓ４３制定 

  ・第３章第１節 開発行為等の規制（§２９～§５２） 

    第２９条（開発行為の許可） 

    第３２条（公共施設の管理者の同意等） 

    第３３、３４条（開発許可の基準） 

    第３５条の２（変更の許可等） 

    第３６条（工事完了の検査） 

    第３７条（建築制限等） 

         

１ 技術審査とは 

4 



法第３３条     

 （開発許可の技術基準） 

  ・基準に適合しており、かつ、その申請手続が違反してない 

   と認めるときは、 開発許可をしなければならない。  

 

 ○趣旨 

   良好な市街地の形成を図るため、宅地に一定の水準を保 

   たせるもの。 

  

 ○運用にあたって 

  ・規定のなかで地域の実情等を勘案して運用 

  ・適正な管理について十分配慮すること 

   （土地の帰属や管理協定の締結など） 

１ 技術審査とは 
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２ 技術審査のポイント 
○法第33条               

 ・技術基準は、建築物等によって適用が異なる。 
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２ 技術審査のポイント 
開発目的別適用条項              
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法第３３条第１項第２号  

 道路、公園等の公共施設の配置  

  自己用の住宅以外は、下記の事項を勘案して配置
され、かつ、区域内の主要な道路が、開発区域外の 

  相当規模の道路に接続していること。 

 

 ①開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

 ②開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

 ③予定建築物等の用途 

 ④予定建築物等の敷地の規模及び配置 

２ 技術審査のポイント 
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政令 第２５条第２号 （区域内道路）       

   予定建築物等の用途、予定建築物等の敷地の規
模等に応じて、６ｍ以上１２ｍ以下で国土交通省令 

 で定める幅員（小区間で通行上支障がない場合は、 

  ４ｍ）以上の幅員の道路が当該予定建築物等の 

   敷地に接するように配置されていること。 

   ただし、… 

規則 第２０条            

  住宅の敷地または住宅以外の建築物若しくは第 

 １種特定工作物の敷地でその規模が1,000m2未満

のものにあっては６ｍ（多雪８ｍ）、その他は９ｍ。  

２ 技術審査のポイント 
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２ 技術審査のポイント 

（１）道路幅員と配置  政令第２５条第２～５号    
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政令 第２５条第４号 （接続する道路）       

  開発区域内の主要な道路は、開発区域外の９ｍ 

 （主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発 

  行為にあたっては６.５m)以上の道路   （開発区域の

周辺の道路の状況によりやむを得ないと認められ
たときは、車両の通行に支障がない道路）に接続し
ていること。 

   

  

２ 技術審査のポイント 
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２ 技術審査のポイント 

（１）道路幅員と配置  政令第２５条第２～５号    

12 



２ 技術審査のポイント 

（１）道路幅員と配置  政令第２５条第２～５号    

６.５m 
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２ 技術審査のポイント 

工場 

 
 
 

既存住宅地 

 

住  宅：６.５ｍ以上 
住宅以外：９.０ｍ以上 

 
 

 

公 園 

調節池 

店舗 

開
発
区
域
内
の
道
路 

開発区域内の道路 

開
発
区
域
外
の 

既
存
道
路 

住宅 

９ｍ以上 

６ｍ以上 

①通常：規模が大きい開発行為 

条件：    
９ｍ以上の車道 
⇒歩車道分離 
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２ 技術審査のポイント 

 
 
 
 
 
 

 

 
建築物 

 
 
 
 
 
 

 

 
建築物 

 
 
 
 
 
 

 

 
建築物 

 
 
 
 
 
 

 

 
建築物 

開
発
区
域
内
の
道
路 

６ｍ以上 

既存道路   ６.５ｍ以上 

②通常：規模が小さい開発行為 
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２ 技術審査のポイント 

③政令第２５条第２号ただし書き： 
 規則：第２０条の２ 
  ・開発区域内に道路整備がない場合の接する道路 
  ・幅員が４ｍ以上     

  
 
 
 
 
 

 

 
建築物 

(大規模商業、流通業務
施設を除く） 

 
 
 既存道路   ４.０ｍ以上 

条 件       
 ・消防ポンプ車の進入可 
 ・交通量が少ない 
 ・歩行者が多くない 
 ・事業活動に支障がない 
   等 
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２ 技術審査のポイント 

（２）道路の構造基準  規則第２４条   
 

  ①舗装、適当な横断勾配 
  ②蓋かけした側溝等 
  ③縦断勾配 ≦９％（小区間≦１２％） 
  ④階段状 ×（歩行者のみで安全 ○） 
  ⑤袋路状 × 
  ⑥歩道のない道路の平面交差→すみ切り 
  ⑦歩道は、縁石等で車道と分離 
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２ 技術審査のポイント 

（２）道路の構造基準            
 

  ⑥歩道のない道路の平面交差→すみ切り 
 
 
 
 
 
 
   
 
 

交叉角  ９０°前後 
６ｍ＊６ｍ⇒５ｍ 
 

２ｍ以上 
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２ 技術審査のポイント 

（３） 公園に関する基準     
      （施行令 第２５条第６，７号） 
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２ 技術審査のポイント 

 
 
 
 
 

貸倉庫 

 

 
 

                       
貸倉庫 

①公園計画 
 
 
 
                         

都市公園 

【基準を適用しない場合】政令第２５条第６号ただし書き 
①周辺に相当規模の公園等がある場合  
②予定建築物の用途が住宅以外、かつ、その敷地が 
 一である場合等で、周辺の状況等を勘案して特に必 
 要がないと認められる場合 
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２ 技術審査のポイント 

第３号 排水施設            
  排水施設が、降水量や開発規模、周辺の状況を勘
案して、開発区域及びその周辺の地域に溢水等の被害
が生じないような構造及び能力で配置されていること。 
 
  【技術的細目】  （政令 第２６条） 
  ①５年に１回の確率の雨量に対応 
  ②下水道、排水路、河川、海に接続 
    （放流先の排水能力、利水状況を勘案） 
  ③雨水以外は、暗渠構造。 
 
※本県においては、１０年に１回の雨量以上で指導 
（５１都第470号宅地造成等開発行為取扱い要項より） 
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２ 技術審査のポイント 

公 園 

調節池 

住宅 

①排水計画   
 
 

放流先：水路、河川、海 

側溝等 
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２ 技術審査のポイント 

第7号 宅地防災            
  地盤の軟弱な土地、がけ崩れのおそれが多い土地
等では、地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措
置が設計に定められていること。 
  

【がけ面の保護】  （規則 第２３条） 
  ①切土した土地の高さ２ｍを超えるがけ 
  ②盛土した土地の高さ１ｍを超えるがけ 
  ③切土、盛土を同時にした高さ２ｍを超える 
    がけ  
      ⇒擁壁で覆わなければならない。 
 
『がけ』：３０°を超える角度をなす土地 
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２ 技術審査のポイント 

ただし、切土部では、下記の場合は、擁壁を設置し
なくてもよい。（例：まさ土、硬質粘土等の土質） 
 
 ①勾配が３５°    （約１割５分）以下： 
   ②勾配が３５～４５°（約１割）以下、高さ５ｍ以下 
※石張り、芝張り等で風化、浸食から保護する。 
 

３５° 

高さ
の比 
  1 

横の比 １.43 

高さ
の比 
  1 

横の比 １ 

４５° 

高さ  
５ｍ以下 

① ② 
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２ 技術審査のポイント 

約１：０.６以下 

約１：１.２以下 

約１：１.５以下 

がけ面の保護 （ただし書き） 
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２ 技術審査のポイント 

盛土部  （防災基準）       
 

①盛土高  １５ｍまで 
②勾配    ３５°（１.５割）以上 
③擁壁    ３０°（１.７割)より急で高さ１ｍ 
         を超える場合 
④法面保護 植生による保護が原則 
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２ 技術審査のポイント 

法第３３条第１０号 緩衝帯 
 １ha以上の開発行為にあって、騒音、振動等による

環境の悪化の防止上必要な緑地その他の緩衝帯が
配置されるよう設計が定められていること。 
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【政令第２８条の３】 

 開発区域の周辺に緩衝効果があるものが隣接するときは、
その２分の１を緩衝帯の幅員に算入することができる。 

 緩衝効果があるものとしては、公園、緑地、法面、運河、河川、
池沼、海、街路等があるが、将来にわたりその存続が保証され
るもの（公物管理法により管理されるもの等）に限る。 
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２ 技術審査のポイント 

第１４号 関係権利者の同意  
   土地、建物等について所有権などの権利を有す 
  る者の相当数の同意を得ていること。 
 

 【権利の範囲】とは 
  ①土地：所有権、賃借権、抵当権 など 
  ②工作物、建築物：所有権、賃借権 など  
 【相当数】とは 
  ・権利を有するすべての者の２／３以上かつ 
   所有権を有する      〃 
   借地権を有する      〃 
   所有権と借地権の面積の２／３以上 
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２ 技術審査のポイント 

第３３条第３項 条例による技術基準の強化 
          または緩和      
   こと条例で技術的細目において定められた制限を 
 強化し、または緩和することができる。 
 
  【強化、緩和】の例 
  ・配置する道路の最低幅員（２５－２） 
  ・公園面積の割合の最低制限（２５－６） 
   

福島県では、条例で強化、緩和した制限は無し。 
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３ 公共施設管理者との協議 

法第３２条（公共施設の管理者の同意等） 

 ・申請者は、開発行為の円滑な施行と、公共 

施設の管理の適正等のため、予め、開発行為 

  に関係のある公共施設管理者の同意を得、 

  かつ、公共施設管理予定者と協議する。 

 

【公共施設】とは、 （法第４条第１４項）  

 ・道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、 

  運河、水路及び消防の用に供する貯水施設。  
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３ 公共施設管理者との協議 

公 園 

調節池 

住宅 

①公共施設管理者の同意   
 
 

放流先：水路、河川、海 

現水路 

現道路 

新水路 

道路及び水路管理者の同意が必要 
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３ 公共施設管理者との協議 

公 園 

調節池 

住宅 

②公共施設管理予定者との協議   
 
 

放流先：河川 

現水路 

現道路 

新水路 

道路、水路・調節池、河川、公園管理者の同意が必要 
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・第39条（公共施設の管理）    

・第40条（土地の管理及び帰属） 

 ・原則として、地元市町村が管理し、当該市町村に  

     帰属する。 

 ・工事完了の公告（第３６条第３項）の翌日に帰属 

   ・ただし、第３２条第２項の協議により、管理者を別に
定めた場合を除く。 

  

３ 公共施設管理者との協議 
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・ 【開発者の管理とした場合に懸念される事案】 

 

 ※開発者の倒産等 ⇒ 公園用地の転売 

              ⇒ 公園が消滅 

              ⇒ 公園用地に住宅 

              ⇒ 良好な住環境が破壊 

 

  

３ 公共施設管理者との協議 
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法第３２条第２項の協議において、 

 ・帰属を受ける公共施設の範囲 

 ・帰属の時期 

 ・費用の負担  

  等について明確にする必要がある。 

 

※やむを得ず、開発者が管理を行う場合 

  ・土地の所有権は、市町村 

  ・開発者と管理委託契約の締結 

３ 公共施設管理者との協議 
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